



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































サブシステムⅡ Ｂ Ａ 
① マクロ経済的決定
の基礎
決定の集権度
計画目標の設定
形態
投資の集権度
貨幣量
分権的
ぺラメ－夕的
レギュレーター
分樅的投資
（自己資金，信用）
現物赴
集撒的
義務的指
集櫛的役
（国家財政）
②
③
④
 
標
資
共産主義とは異なって）スターリン時代から存在していたのであって、システム全体
の中ではⅢＡかⅢＢかという選択が問題なのではなく、物質的刺激が他のサブシステ
ムとの関係でどう位置づけられるかが問題なのである。
コスタの判断では、ソ連の経済改革はこの性格を大きく変えるようなものではなか
った。これに対して、一九五○年代以降のユーゴ経済はｌＡｌＢ・ＩＢ。ⅢＡ・ⅣＢ
というものであった。すなわち、市場経済指向（ＩＢ）および労働者自治重視（Ⅳ
Ｂ
）
の
点
で
ソ
連
型
と
区
別
さ
れ
る
。
一
九
六
五
－
六
八
年
の
チ
ニ
コ
改
革
も
こ
の
ユ
ー
ゴ
型
に
類
似していた。
一
九
六
八
年
か
ら
実
施
さ
れ
た
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
経
済
改
革
は
、
１
Ａ
・
Ｉ
Ｂ
。
Ⅲ
Ａ
・
Ⅳ
Ａ
で
あ
った。ソ連型との相違は、ⅡＢ、すなわち管理形態における分権的。．〈ラメｌ夕的方
式
の
採
用
に
あ
る
が
、
ユ
ー
ゴ
型
と
の
相
違
（
し
た
が
っ
て
ま
た
ソ
連
型
と
の
同
一
性
）
は
Ⅳ
Ｂ
で
は
な
く
Ⅳ
Ａ
で
あ
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
労
働
者
自
治
の
欠
除
に
あ
る
。
コ
ス
タ
に
よ
れ
ば
、
「
ユ
ー
ゴの自主管理、および短命に終ったプラハの春における民主化の萌芽をのぞいては、
す
べ
て
の
コ
メ
コ
ン
諸
国
で
エ
リ
ー
ト
的
決
定
階
層
が
定
着
し
て
い
る
」
の
で
あ
っ
て
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
も
そ
の
例
外
で
は
な
い
。
し
か
し
、
少
な
く
と
も
ハ
ン
ガ
リ
ー
に
お
い
て
は
Ⅱ
Ｂ
、
す
な
わ
ち
計
画管理制度における分権化が存在する。コスタは、「分権化は民主化と同義語ではな
いが、決定の民主化は組織上の分権なしには考えられない」として、ＩＢをⅣＢの前
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ソ連型に属する諸国の中では、チェコ以上（ソ連・東欧諸国中では最高）の工業化水準にある東ドイツが独特の
地位にある。コスタの分類では、東ドイツに関してはｌ、Ⅲともに流動的で定義しがたいがⅡはＡに近く、ⅢとⅣ
は明らかにＡであるとしている。独自の経済改革を進めている東ドイツと、ハンガリー経済改革との相違を説明す
るためには、サブシステムⅡ（管理形態）をさらに分割して検討することが必要になる（前ページの表）。
従来の中央集権的計画管理制度においては、計画の中心課題は物財バランスに規定される現物量の確保であった。
東ドイツでは、従来の総生産指標に代って利潤指標が中心になっているが、利潤額（および率）の大きさが計画に
よってあらかじめ設定されているという点で、①Ａに近い。後述するように、ハンガリーでは①Ｂである。②に関
しては、東ドイツでは従来の集樋はやや緩和されたが、分権は人氏企業合同（ｖｖＢ）段階までであって、企業の
自立性よりもトラストの自立性が重視されている。これに対して、ハンガリーでは企業の計画がかなりの自立性を
持っている。③の計画目標に関しては、東ドイツでは指標の数は削減されたがいぜんとして義務的計画指標が存在
し、一方ハンガリーでは、貨幣的レギュレーターによる企業活動の誘導・調整が主要なものとなりつつある。④に
関しては、東ドイツ、ハンガリーともに企業の自己資金による投資が大きなウエイトを占め、この④において東ド
イツはソ連型から分離している。
以上を総括すれば、東ドイツの場合には①ｌ③がＡ、④の承がＢで、中央集権的計画化方式を基本とした部分的
分権化といいうるのに対して、〈ソガリーの場合には①ｌ④のすべてがＢであり、分権モデルにかなり接近してい
（鋼）
るのである。
提条件と糸なしている。
このようなヨンガリー型」の経済改革がどのような歴史的経過のうちに生恐出されてきたかを簡単にふりかえ
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エ業における生産・雇用・生産性の増加率（1950～65年平均，％）
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ハンガリー
チ二コ
Z、Romdn，‘`TheHungarianlndustIy，AnlnternationalComparison,”
ACjaOeCCﾘ､卯ljm，Ｔｏｍｕｓ３（1968)，Ｎｏ．１，p､65.
（露）
って象よう。
一九六○年代後半にハンガリーで経済改革の実施を要請した経済的
要因は、やはり外延的工業化による経済発展が行きづまり、チェコほ
どではないがハンガリーでも経済成長の鈍化傾向が示されてきたこと
である。その具体的背景は、ハンガリー工業における低生産性であっ
た（上表参照）。一九五○年から六五年までの一五年間に、ソ連・東
欧諸国のうち工業生産の年平均増加率で一○％を割ったのはチェロと
ハンガリーの二国の染である。しかも、チニコの場合には雇用の増加
テンポの低さを生産性上昇がカバーしきれなかったことが低成長の原
因
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
場
合
に
は
、
雇
用
増
加
テ
ン
ポ
は
比
較的高かったが、生産性上昇テンポはこれら諸国中の最低であり、こ
れが低成長の主因であった。ハンガリーの工業生産の増加テンポは、
一九五○年代後半の年平均一三・八％から、一九六○年代前半の年平
均七・三％に鈍化してきたのである。
ハンガリーにおける経済改革の発想、いいかえれば従来の計画化方
式と経済政策に対する全面的な再検討は、一九五六年のハンガリー事
件直後に提起されたカーダール新政権の経済政策に、すでにその端初
110 
（蝿）
とのべている。
が染られる。この時点で、工業では計画目標の義務的指標の数が削減され、企業の自主性がやや拡大された。賃金
支払いに対する国家の規制は緩和されてより弾力的なものとなり、報賞金制度や企業利潤分配なども導入された。
農業では義務供出制度が全廃されるとともに、農業生産協同組合の所得分配方式の改善などの措置がとられた。
しかしながら、ハンガリーで経済改革が本格的に提起されたのは、やはり、一九六一一年のソ連でのリーペルマン
論文発表以後であり、直接の国内的な要因としては、一九六○年代前半の第二次五カ年計画が目標以下の労働生産
性上昇テンポにとどまったことによる。西側のある研究者は、ハンガリーで中央集権的計画化方式への批判が最初
のラーコシ批判当時（一九五三年一月）にすでに提起されていながら、経済改革の着手の公式決定が一九六四年一
二月、改革の実施が一九六八年の一月と一五年がかりでようやく実現したのは、ハンガリー社会主義労働者党内の
「モスクワ派」の長期の抵抗がリーベルマン論文以後のソ連での「コスイギン改革」によって軟化したためである、
つぎのように要約した。
「……われわれの経済的諸条件および環境（市場と貨幣制度）と、現行の計画・管理方式とのあいだに矛盾が
展開した。この矛盾は、累積する滞貨、非能率た投資、種念の商品の不足などの、さまざまな頻発する欠陥や、
これに劣らず重要な、過去数年間の緩慢に低下する成長率となってあらわれた。一九五六年以後、われわれはこ
れらのくりかえし発生する欠陥を克服するために、いくつかの部分的な変更方導入した。しかしながら、これま
でにとられた措置では対応が不十分であることが明らかになった。ほとんど二年にわたる集団的穴分析と検討の
、
、
、
、
、
、
結果、われわれは、根本的な変更（自国ｇ】（巴・ず目、⑥）が、計画化と管理の全面的改革が不可避であるという結論
一九六八年改革に先立って、ハンガリーの経済学者ラースロー・チャポーは、当面する経済改革の基本的挫格を
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「計画化と管理のこの新しいモデルにおいては、生産者は、中央からあたえられる目標にしたがってではなく、
市場にあらわれる需要に適合してその生産物をひきわたすことになるだろう。……市場それ自体は、一方では中
、
、
ｂ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
ｂ
、
乃
央計画によって決定された長期の構造的変化によって、他方では前述の価格、利子率、税、賃金などのような経
、
、
、
Ｔ
も
、
、
済的レギュレーターによって、制限され規制されることになるだろう。．…：新制度においては、市場は計画化を
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
１
＄
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
代位するべきではないし代位することもない（そして実際に代位できない）だろう。しかし、市場の諸力の作用
、
、
、
１
℃
、
、
、
、
、
、
、
勺
は、長期計画と中央で管理されるレギュレーターによって設定された限界内で、中央計画に影響をおよぼし、も
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
も
し必要ならばそれを修正するべきである。」
「ほとんど二○年におよぶわれわれの計画化の経験にもとづいて、われわれは、長期の経済的・社会的変化は
中央計画化なしには達成できない、という結論に達している。国民経済の全般的均衡は、市場の作用に頼るだけ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
６
℃
、
、
１
℃
では保障できないのである。しかしながら、中央計画化は、よく組織された市場が提供しうる自動的修正の可能
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
（
幻
）
性なしには、有効なものとはなり塵えない。」（強調は原文による）
このような「誘導市場モデル」の具体的な到達目標として、ベーラ・チコシーナジ（ハンガリー全国資材・価格
わ
れ
わ
れ
は
、
い
意図している。」 、」
も
、
●
、
●
Ｕ
●
、
．
、
１
℃
、
●
一
、
、
●
、
、
、
、
じ
じ
も
も
、
、
、
、
●
、
、
Ｌ
●
．
１
、
、
も
も
い
、
、
、
、
、
ｂ
、
ｂ
に達した。改革の基礎的理念は、われわれが『指令的モデル」を全体として放棄しなければならない、という））
、
、
、
、
●
とである。あらゆる経済活動に対して細部にわたる義務的［日標を設定するかわりに、われわれは、われわれの商
品的・市場的経済環境に一致するような経済的レギュレーター（価格、税、関税、外国為替レート、利子、貨幣
的インセンティブ、市場、供給と需要、など）によってわれわれの経済発展を指導し計画しなければならない。
われわれは、いわゆる『誘導市場』モデル（“８１（い、】一一の」㎡色｛」の１日胃穴のべ》日○（一の一）を導入しつくりあげることを
112 
庁長官、ハンガリー経済学会会長）はつぎの六点をあげている。
１、生産の中央計画化は廃止され、生産の。〈ターンは企業間の直接交渉によって形成される。
２、資材・機械の中央割当て供給方式は廃止され、生産手段の市場が設定される。
３、投資の中央集権的配分は、企業の自己金融におきかえられる。
４、義務的計画指標は廃止され、企業は利潤の極大化をめざして行動する。
５、中央による賃金決定は、賃金と企業利潤を結びつけることにおきかえられる。
（記）
６、行政的価格制度は、市場価格制度におきか塵えられる。
この構想は、基本的に前記のオタ・シークの「社会主義的市場」と同一であるが、チェコ改革、過程で具体的に
提起された民主化の課題、すなわち経済改革の社会的・経済的改革としての位置づけを欠いている。一九六八年に
実際に開始されたハンガリー経済改革は、チェロ事件の衝撃のもとでますます「経済的合理性」の追求に一面化し
て行ったのである。
函）イニ・ゲ・リーペルマソ「計画・利潤・報賞金」、野々村・官鍋・志水綱訳『ソヴェト経済と利潤』、日本評論社、一九
六六年、五四’六一一一ぺｌジ所収。「利潤導入」で有名なこの論文は、一九六一一年九月九日のプラウダに編集部からの推薦文
つきで掲戦された。ソ連共産党中央幹部からの積極的なあと押しがあったことは明らかである。この時期の議論では、プ
ラグマチヅクな政策当局と原則論をとなえる経済学者たちとが対立していた。
（型）］】１房溺冒・倉河骨日目ａのこの自目図愚ご肩、『亘呑吻員員ｚ『・←・】＆⑭》叩・層‐患．なおコスタは別の論文では、この分権的
投資を重視して、東ドイツをソ連型とは異なった「過渡的タイプ」に分類している。］・男屈巨．．．ミー『§ず。｛厨『③「・§の。：皀
言『［周冨｛厨⑯ロ庁乏一・六一目、のロ冒宛巴弓】翫己の『目こい『厨［廓一ｍで匡噸目のロロ顔ごロ恩『ロ巨二』皇のα崩丙鬮冒昏岑３種ｓ回国「冨軋・
胃賞笥。且層量ご目・冨冒・ずのロー三目・切目園（Ｓ『唾）．ｍ・胃②．
（躯）よりくわしくは、『東欧の経済と社会』Ⅱ、アジア経済研究所、一九七一年、所収の拙稿（ハソガリー部分）の二六二
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一
九
六
八
年
一
月
一
日
か
ら
棗
さ
れ
た
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
経
済
改
革
繊
、
「
新
経
葡
慶
」
（
Ｚ
：
同
§
・
目
・
蔦
…
“
目
ｌ
（四）
略
称
Ｎ
Ｅ
Ｍ
）
と
よ
ば
れ
て
い
る
。
そ
の
具
体
的
内
容
は
つ
ぎ
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
国家計画は主要な発展方向、国民所得の投資比率、構造変化などを規定し、個奇の企業への義務的計画指標は存
在
し
な
い
。
生
産
手
段
も
商
品
流
通
の
ル
ー
ト
に
乗
せ
ら
れ
る
た
め
、
国
家
機
関
は
資
材
配
分
計
画
を
作
成
す
る
必
要
が
な
く
な
り
、
従来の単年度計画重視に代って長期計画に重点が移行する。国家の直接投資は、個奇の企業の手に負えない大規模
な
し
の
、
お
よ
び
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ュ
ア
に
集
中
さ
れ
、
企
業
の
投
資
は
国
家
の
信
用
政
策
を
通
じ
て
間
接
的
に
規
制
さ
れ
る
。
ただし、新規企業の設立は国家機関の権限に属する。
国営企業の支配人は個人の責任において経営者としての権利を行使し、技術発展、クレジットの利用、契約の締
結
、
自
己
資
金
に
よ
る
投
資
、
他
の
企
業
と
の
合
同
な
ど
の
決
定
を
下
し
う
る
。
企
業
は
自
己
の
生
産
物
の
実
現
方
法
を
自
由
に
決
定
で
き
、
購
入
に
さ
い
し
て
も
国
内
市
場
に
よ
る
か
直
接
契
約
に
よ
る
か
外
国
市
場
に
よ
る
か
な
ど
を
自
由
に
決
定
で
き
る
。
国
家
機
関
ページ以降を参照されたい。
（妬）宣旨、宛の旦曾章圏楊口同旨一二島・国・帛昏・出目、国１：同・・富・目・用の「・『己。（】□の畏冒青青》一息＆ご「専藤同貢（『。：胃§§
国凹ロ」←（』⑨『⑬）・己．⑫『鉾で。②『①．
（”）尿⑫：ｎｍ息・言農（ＵのローＨ色一句一目員。、ご国の畠」の昌冨胃戸の一巨○庁］愚・昏蒼○句８毬ロミミ時》ごｇ》已・圏⑭－圏①・この論文の邦訳
は、佐藤経明訳「社会主義経済の誘導モデル」、『社会主義の新展開』、平凡社、昭和四三年、三八六－四○五ページ。
（鍋）国か］ＰＣ“】丙○い‐ｚ包圏鳶勺己§ぬご四目彊司望智・日邑Ｃ８ｐ鼠§貝帛〕負鷺蕩》ｚＣ・』Ｐ』①鼠已・』⑬ｌ』②．なお、佐藤経明「経済改革
と誘導市場モデル」、『経済評論』一九六八年七月号、参照。
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階
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企業の構成員は経営者グループ（総数の○・五’一％）、中間管理職・専門スタッフ（四・五’一二％）、一般従
業員（八七’九五％）の三グループに分けられ、第一グループは最高で基本給の八○％に相当する額までこの分配
プォンドから受けとることができ（合計収入は基本給の一・八倍まで）、第二グループは基本給の五○％相当分ま
でを、第三グループは基本給の一五％相当分までを、分配フォソドの増加（したがって利潤総額の増加）に応じて
受けとることができる。ただし企業が赤字の場合には、第一グループは基本給の七五％まで、第二グループは八五
％までを保障されるにすぎないが、第三グループはこの場合にも基本給の全額を保障されるのである。また基本給
については、職種ごとに上限と下限が国家によって規定されており、その範囲内で企業がそれぞれ独自に決定する。
正当な理由なしに賃金が急上昇した場合には、それに相当する額が分配フォンドから控除されて国家に納入される。
価格制度に関して、弾力的な価格体系が導入された。重要な生産物に対しては国家当局が固定価格を設定する
（固定価格の改訂という形での価格変動はありうる）が、それ以外の品目については鍍大限価格（上限のみを設
定）、制限価格（上限と下限を設定）、自由価格が適用される。上限設定の理由は企業連合による独占価格の形成を
阻止するため、下限設定の理由は資源不足の場合の需要抑制が目的であるとされている。無制限の変動を認められ
る自由価格は、重要度の低い財貨で競争の存在が予想される場合に適用される。現在、燃料および大部分の国産原
料は固定価格または最大限価格を適用されているが、輸入原料の大部分は自由価格である。固定価格は主として農
発
展
プ
ォ
ン
ド
、
分
配
可
いわば賞与部分である。
産物に適用されている。
ぱこれらの問題に介入する権限を持たない。企業は実現された利潤の約四○％を留保しやその中から予備フォソド、
■ 
発展プォンド、分配プォンドが形成される。発展フォンドは企業の投資のための自己資金であり、分配フォンドは
115現代社会主義における計画と市場
企業利潤の配分（百分比，％）
通常利潤｜追加利潤
フ
フ
フ
家
配
展
備
分
発
子
国
ド
ド
ド
入
ソ
ン
ソ
2５ 
２０ 
１０ 
４５ 
６
７
４
３
 
２
 
６
 
オ
ォ
ォ
収
SdndorBaIAzSy，“FinancialRegulatingSystemandTechnicalDevelopment," 
ＡａａＯｅＣｏ"α"i“,vol・1０（1973),No.3-4,p､316,p､334.
投資財源の樅成，1966-1970年（総投資額の百分比）
国家財政
８２．３ 
７５．９ 
５１．１ 
５０．３ 
５２．５ 
企業の自己資金
１６．６ 
２０．３ 
３６．３ 
３９．３ 
３７．４ 
クレジット利用
１９６６ 
１９６７ 
１９６８ 
１９６９ 
１９７０ 
１
０
６
４
１
 
●
■
●
Ｐ
●
 
１
３
２
０
０
 
１
１
１
 
JuliusRezler，“AnEvaluationoftheHungarianEconomicRefOrmofl968,” 
ｐ３８９． 
カテゴリー別価格分布，1969年（総価値の百分比）
固定価格｜股高価格｜制限価格｜自由価格
鳳材龍
F1 
Ｌ」
JuliusReZler，ibid.，ｐ､387. 
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以上の内容を端的に示すのが前の一一一表である。企業利潤は通常の場合でその四五％、もっぱら価格引上げによっ
て利益を得た場合にはその六一一一％が利潤税として国家に吸収される。企業はそれ以前に生産高に比例した税金、資
源利用に対する料金（固定資産使用料五％、賃金税一三％など）を国家に納入しているのであり、企業の自主性の
経済的基礎はそれほど強固なわけではない。
投資の財源は明らかに企業の自己資金の比重が高まってきているが、国家の財政資金による投資はなお半分以上
を占めている。クレジットの利用が比重では一○倍以上になってきているが、これは国家の政策手段として利用可
能なものである。前表のように企業自体の投資財源としての発展フォソドは利潤部分の一一○％にとどまり、自己資
金による投資の拡大を制約している。この面では、それほど分極化しているとはいえないのである。
混合価格体系の中では、工業製品に関して自由価格がすでに八五％を占めているのが注目される。ハソガリーは
輸入依存度が高く、外国製品との競争によって国内価格の上昇を抑制する政策をとっているために、工業製品に関
しては積極的に自由価格の適用を拡大した。ただしこの数字は、西側における石油ショック以来の貿易価格暴騰の
以前のものである・消饗財関連部門では、いぜんとして価格制限が強く、この部門での制限緩和の可能性が今後の
以前のものである。
問題となっている。
経済改革の開始から五年間を経過した一九七三年の時点では、ハソガリー国内では、資本主義の復活という内外
の非難をしりぞけながら（反論として、生産手段の社会的所有の存在と経済政策の決定的役割の保持があげられて
いる）、改革の積極的な成果が強調された。『アクタ・エコノミカ』誌（ハンガリー科学アヵープミー発行）で、マー
チャーンュ・ティマールは、六八年改革は予想以上に成功したとのべて、およそ六点を成果としてあげている。
１、計画化の作業が改善され、中央からの直接統制と間接的規制措置との結合に成功した。
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６、生産企業を貿易により直接に参加させることによって、輸出．〈ターンが改善され、対外経済関係が国内市場
に有効な刺激をおよぼした。
結論としてティマールは、新経済制度の社会的な効果は全体として良好であったが、一部に困難と欠陥を過度に
（鋤）
強調して改革にブレーキをかける傾向が出てきている、と警生口している。
ハンガリー経済改革の総括的な評価としては、西側のリーズラーも、「ソ連圏内では最大の経済的自由を生産者
と消饗者に保障し、中央計画と市場メカニズムとの調和を試永た重要な実験」として、これまでのところ、改革の
諸目標は、少なくとも部分的には達成されてきた、と評価している。このさいに、改革の目標として具体的に提示
されているのは、国民所得の均等で〈ラソスのとれた成長、経済効率の着実な改善、各種の経済部門間の均衡達成、
（帥）
景気循環の有効な規制、国際市場へのハンガリー経済への適応度の増大、などである。
ここで、ハンガリーの最近の統計資料によって、経済改革以来のマクロ経済諸指標を検討してみよう（比較のた
めに、年次データは改革前年の一九六七年から掲載した）。
この表に即して論評すれば、まず国民所得の成長率に関しては改革前と改革後とで大きな変化はみられない。一
３、弾力的価格体系の有効性が証明され、価格は計画された限界内に維持された。
４、「利潤動機システム」（｛ずの②嵐の日・〔官・｛岸目ｏ牙の⑫）は、全体として企業への強力な刺激となった。
５、企業の自己資金の拡大、クレジット利用の増大、国家投資計画の削減などによる投資規制も、おおむね適正
２、「計画化され規制された市場」（芹｝〕の冒目巳目」Ｈの砲烏《＆曰自【の〔）が積極的な役割を果し、生産．〈ターン
が需要に照応した。
であった。
ハンガリー経済諸指標⑭『「
工業労働(年平均,％）国民所得（消費蓄積）工業生産農業生産輸入輸出貿易収支小売物価生産性実質賃金
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九六八年を区切りとして比較すれば、一九六○’六七年の年平均成長率は五・二％で、一九六八’七三年平均は六
二
％
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
の
場
合
に
は
チ
ェ
コ
の
場
合
と
異
な
っ
て
成
長
率
の
実
際
の
大
幅
鈍
化
が
急
激
な
改
革
を
要
請
し
た
の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
状
況
を
先
取
り
し
て
チ
ニ
コ
型
を
回
避
し
た
の
で
あ
り
、
改
革
の
導
入
に
よ
る
過
渡
的
な
時期に従来の成長テンポが落ちなかったことが成果だとされている。しかも表によれば、一九七○年代に入って労
働生産性の上昇テンポがかなり加速されてきているのは評価されるべきであろう。
つ
ぎ
に
諸
部
門
間
の
均
衡
に
関
し
て
は
、
改
革
当
初
に
消
費
と
蓄
積
の
均
等
発
展
を
予
定
し
た
の
に
、
蓄
積
部
門
の
年
々
の
変
動
が
大
幅
で
あ
る
。
こ
れ
は
一
九
七
○
’
七
一
年
に
投
資
が
予
定
外
に
急
増
し
た
の
で
七
一
’
七
二
年
に
国
家
投
資
削
減
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
条
件
引
締
め
な
ど
の
均
衡
回
復
措
置
を
必
要
と
し
た
た
め
で
あ
り
、
結
果
と
し
て
七
三
年
に
ほ
ぼ
均
衡
は
達
成
さ
れ
た
。
し
か
し
資
本
形
（魂）
成の変動は今後もおこりうるとされている。貿易収支に関しても同様の事態が生じ、輸入を大幅に削減することに
よ
っ
て
赤
字
か
ら
黒
字
へ
の
転
化
が
達
成
さ
れ
た
。
こ
の
二
つ
の
場
合
に
は
、
中
央
集
権
的
な
政
策
手
段
が
緊
急
に
必
要
と
さ
れ
、
し
か
も
そ
れ
が
実
際
に
か
な
り
有
効
に
機
能
し
た
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
物価と賃金に関しては、問題点が多い。改革の発足にあたっては、消費者物価の上昇率を年二％以内におさえる
ことが目標とされ、実際に一九七一年まではこの範囲におさまって「インフレなしの改革」と評価された（チニコ
改革のさいには物価の急上昇が生じたのである）。しかし消費者物価は七二年、七三年と年三％以上の上昇率を示
し、とくに七三年の三・五％はコメコン諸国中の最高の上昇率であった。この原因の一つは西側からの輸入インフ
レであり、放置すれば七四年には七％の物価上昇となるため、これを三％以下におさえることをめざして対策が検
討されている。
し
か
し
、
イ
）イン
フ
レ
的
物
価
上
昇
（
と
い
う
に
は
ま
だ
小
幅
だ
が
）
の
原
因
は
国
内
に
も
あ
り
、
企
業
の
価
格
引
上
げ
と
賃
金
上
昇
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果としての否定的現象がしだいに顕在化している。前出のティマールも、経済改革は全体として社会進歩に寄与し
たとしながらも、反面でステータス・シンボルの顕在化、利潤追求一辺倒などの否定的現象があらわれていること
を認め、工場民主主義も従来よりは前進したがなお外形の承にとどまっているとして、労働組合の役割の強化をよ
（鋼）
ぴ
か
け
て
い
る
。
が問題にされている。賃金に関しては、自動的な上昇を認めず企業利潤ともっと関連させ、職種間格差を拡大して
刺激要因とすることが検討されているが、このことが所得格差を大幅に拡大させるために労働者の不満が強まって
いる。このことと関連して、経済的合理性の追求と民主主義の保障とのバランスがふたたび問題になる。前述のように、
ハンガリーの一九六八年改革はチェコ事件の衝撃のもとに政治的民主化の側面をタブーにして出発したが、その結
果としての否定的現象がしだいに顕在化している。前出のティマールも、経済改革は全体として社会進歩に寄与し
たとしながらも、反面でステータス・シンボルの顕在化、利潤追求一辺倒などの否定的現象があらわれていること
を認め、工場民主主義も従来よりは前進したがなお外形の承にとどまっているとして、労働組合の役割の強化をよ
（豹）房（く営甸且勝一倉石『旨・一己四一田圃旨『困○帛昏のＺ２ｍ扇冨肖口。〔国四目目、》同○○皀○目・ＣＯ目バー目」旨色目、の己の具ヨ国目、ロＱご壱目
鳶、ロミミ『鳶口§§鼠・量画暮（賢い冒冒国買穏ミニ団巳図己の農】四＄も，ご－＄苗・毘隅鈩贋○ず）の。皀到の。。。」三・口、。【畳の両目ロー
ｏョ邑自」Ｓの同鶯の具。（○①具３－薗庁〕。□：』［澪間目百国｝目凶［】。ご訂・骨甘。⑩（§§鼠目・弓○一・ｓ（こ『い）ごＺ。・い－歩ロ・ぢいｌ筐会
冒一冒迦康剥一・「》貴シコ固く輿】ロ島。。。［畳の四目函貰旨回向○○口Ｑ日》。宛の｛◎ゴロ。［］①の、團右・四日Ｉ②ｇ・等を参照。
（釦）筥眸口瀞日】目叫『ご呂肉困巳一助。【島のｚ２「、厨日ロ。【同８口ＯＢ）⑥○○口一吋。』：」属目色、の日⑩貝：』】厨司日夢凰ワのぐユ。ご目の具層・』Ｒ蝕
○角§§詫号員『◎一・ｓ（巳『ｓごＺ。。②Ｉ企己・日⑭Ｉ山田・
（、）』巳旨、同の」の『・－ケ臣・》己．＄←０９ｍ》勺圀『’四『、．
（躯）算・喚国“］算段圏》閃８口・日冒の８冨旨厘巳一一ヶ『旨ョ：』恩一・一８２日［冨囿局§庁の国、①。Ｓ…一・℃日８斤ご》』§。§蕊・萱‐
（８）ぐ。一・ｓ（］②劃）ごＺ。．②’一も。②色Ｉ農←’
（鋼）言・ヨョ貸費」．．□’９ｍ‐⑭ｇ・なお、アジア経済研究所の平泉公雄氏は、一九七二年九月のハンガリーの憲法改正がエ場
民主主義を前進させ、「労働者自主管理への歴史的第一歩」が踏承出されたと評価している（平泉公雄コソガリー人民共
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ハンガリー経済改革の発想に関しては（チェコの改革に関してもいえることだが）、一九三○年代モデルにおけ
る「計画の神話」がくずれたのに対して、「市場の神話」を持ちこんだともいえよう。市場メカーーズムのプラス面
のみを利用することが果して可能か、自由競争が必然的に独占をもたらし、資本主義自体が経済過程に対する国家
の
介
入
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
の
に
、
自
由
競
争
時
代
の
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
社
会
主
義
の
も
と
で
復
原
さ
せ
る
こ
と
が
現
実
的
な
のか、という批判は当然ありえよう。ついでにいえば、「計画の神話」、「市場の神話」とならんで「自主管理の神
話」も存在している。神話を神話でおきかえることはいずれの場合にもあまり生産的なことではない。もっとも、
神
話
も
、
そ
れ
が
ひ
と
た
び
大
衆
を
つ
か
む
な
ら
ば
、
物
質
的
な
力
と
な
る
可
能
性
は
あ
る
の
だ
が
。
現代社会主義について、そのあるべき姿の明確なイメージは存在しない。これが出発点であって、あるべき姿を
これまでみてきたように、モデルと現実は即自的に一致しないし、ハンガリーの経済改革も内容的にはそれほど
分権化しているわけではない。今後の発展方向としても、一方ではよりいっそう市場原則を強化して分権化を前進
さ
せ
よ
う
と
す
る
動
き
が
あ
り
（
こ
の
場
合
に
は
、
こ
れ
ま
で
に
生
じ
た
欠
陥
は
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
も
た
ら
し
た
も
の
と
い
う
よ
り
も
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
十
分
に
機
能
し
え
な
い
状
況
に
問
題
が
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
）
、
他
方
で
は
前
記
の
よ
う
な
労
働
者
の
不満にこたえて分権化にブレーキをかけようとする動きがある（七四年三月にはこの方向でハンガリー社会主義労
働
者
党
の
経
済
政
策
責
任
者
が
更
迭
さ
れ
た
）
。
ソ
連
に
対
す
る
政
治
的
な
配
慮
と
も
関
連
し
て
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
経
済
改
革
の
前
途
は
なお流動的である。
む
す
び
に
か
え
て
和国における震法改正ｌその意義と問題点Ｉ」「『アジア縫済』第一五巻第八号八二ぺ１ジ）．
122 求めての政治的、経済的実験は鑓犬限に許容されるべきであるｂその意味で、ソ連のチニ萱侵入ははかり知れない
マイナスをもたらした⑥ハンガリーの経済改革もまた、つねにソ連の出方を気にしながら、ダモクレスの剣のもと
で進められているのである。ソ連内部における社会主義的民主主義の確立がＤ社会主義諸国間の相互関係を正常化
するためにも、必要不可欠な条件となっていることを、最後に強調したい。
